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独立行政法人農林漁業信用基金中期計画 

 

 

独立行政法人農林漁業信用基金（以下「信用基金」という。）は、農業の担い手の育成

・確保、林業・木材産業の成長産業化、水産業の「浜」単位での所得向上及び沖合・遠洋

漁業の国際競争力の強化などの農林水産政策の一環として、農林漁業者等の信用力を補

完し、農林漁業経営等に必要な資金の融通を円滑にすること等により、農林漁業の健全な

発展に資するという使命を果たすべく、農林水産大臣及び財務大臣が定めた平成 30 年４

月１日から令和５年３月 31 日までの５年間における信用基金の中期目標を達成するため

の計画（中期計画）を以下のとおり定める。 

これらの業務運営に当たっては、上記使命の達成に向け、業務の質の向上を図り、効率

的、自律的に業務を実施するものとする。 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

信用基金は、独立行政法人農林漁業信用基金法（平成 14 年法律第 128 号。以下「基

金法」という。）に基づいた業務を行うことにより、農林漁業経営等に必要な資金の

融通を円滑にし、もって農林漁業の健全な発展に資することを目的としていること

から、農林漁業経営等に必要な資金が円滑に融通されるよう、農業・漁業の信用基金

協会や融資機関等関係機関と連携し、農林漁業者等に対する質の高いサービスの提

供及び業務の質の向上に取り組むものとする。 

なお、独立行政法人の目標の策定に関する指針における「一定の事業等のまとま

り」は、農業信用保険業務、林業信用保証業務、漁業信用保険業務、農業保険関係業

務、漁業災害補償関係業務の５つとする。 

 

１ 農業信用保険業務 

（１）融資機関等に対する普及推進・利用促進の取組 

信用基金及び農業信用基金協会の信用補完機能の発揮に向けて、農業信用基金

協会と一体となって、融資機関等関係機関への訪問等により積極的な情報交換を

行い、農業信用保証保険制度の普及推進及び利用促進の取組を実施し、農業者等が

融資機関からの資金調達に際して本制度が幅広く利用可能となるよう環境の整備

を推進する。 

取組に際しては、銀行、信用金庫、信用組合等融資機関に対し、積極的な働きか

けを実施し、銀行、信用金庫、信用組合等と農業信用基金協会との保証契約の拡大

等が図られるようにする。 

【指標】 

○ 銀行・信用金庫・信用組合等と農業信用基金協会との保証契約締結機関数 

○ 融資機関等関係機関に対する普及推進・利用促進の取組状況 

・ 農業団体等関係機関との意見交換回数：年３回以上 

・ 銀行・信用金庫・信用組合等との意見交換回数 
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（２）適切な保険料率・貸付金利の設定  

ア 保険料率については、適正な業務運営を行うことを前提として、農業の特性を

踏まえつつ、リスクを勘案した適切な水準に設定する。 

その際、収支均衡に向けて、業務収支の状況や保険事故の発生状況の実態等を

踏まえ、毎年度、料率算定委員会において保険料率水準の点検を実施し、必要に

応じて、保険料率の見直しを行う。 

 

イ 信用リスクに応じた保証・保険料率について、農業の事業の特性を踏まえつつ、

借入者の信用リスク評価の精緻化（デフォルト率の算定）による保証・保険料率

の導入に向けて検討を進める。 

検討に当たっては、取組を開始した平成 27 年度から蓄積された借入者の与信

データを分析して、農業信用基金協会等と連携を図りつつ、中期目標期間の最終

年度までに、システム構築を計画的に行う。 

 

ウ 農業信用基金協会に対する貸付金利については、貸付目的、市中金利等を考慮

した適切な水準に設定する。 

 

（３）保険事故率の低減に向けた取組 

中期目標期間中に保険契約を締結した案件の保険事故率が抑制されるよう、以

下の取組を行う。 

ア 農業信用基金協会において適正な引受審査や代位弁済が行われるよう、農業信

用基金協会の保証要綱等の制定・改正に伴う協議並びに大口保険引受案件及び

大口保険金請求案件の事前協議を全件について確実に実施する。 

 

イ 融資機関との適切なリスク分担を図るとの観点から、農業者等の負担や国庫負

担の増加を避けることに留意しつつ、現在実施している部分保証やペナルティ

ー方式（代位弁済時等に一定額を融資機関が負担する方式）等の方策について導

入効果を毎年度検証するとともに、農業信用基金協会との意見交換等を行うなど

連携を深めつつ、必要に応じて方策を拡充する。 

 

ウ 農業信用基金協会及び融資機関と連携を強化し、大口保険引受先を中心に現地

協議の実施や期中管理を通じて、必要に応じ農業信用基金協会等が行う期中管

理の改善を求めるなど、保険事故の未然防止に努める。 

【指標】 

○ 中期目標期間中の保険事故率：0.15％以下 

 

（４）求償権の管理・回収の取組 

農業信用基金協会の求償権の行使による回収については、回収実績の進捗管理

や農業信用基金協会との現地協議の実施等、回収向上に向けた取組を着実に行う。 
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【指標】 

○ 回収向上に向けた取組の実施状況 

・ 回収実績の進捗管理実施回数：年８回以上 

・ 現地協議の実施先数：年８先以上 

・ 会議・研修の開催回数：年１回以上 

・ 農業信用基金協会が行う管理・回収のための会議への出席回数：年３回以上 

・ 大口求償債務者の現況調査の実施回数：年１回以上 

 

（５）利用者のニーズの反映等 

農業信用保証保険制度の利用者の意見募集を幅広く定期的に行うとともに、融

資機関や農業者等の全国団体等との情報及び意見交換を通じて、本制度に関する

利用者のニーズを把握し、業務運営への適切な反映と本制度の円滑な運営を図る

ために必要な運用の見直しを行うほか、災害発生時等に必要に応じて相談窓口を

開設し、農業信用基金協会等と連携して対応する。また、相談や苦情等に対して適

切に対応する。 

【指標】 

○ 利用者ニーズの反映等状況 

・ 利用者へのアンケート調査による意見募集回数：年２回以上 

・ 農業者等の全国団体等との情報・意見交換回数：年３回以上 

・ 銀行・信用金庫・信用組合等の全国団体等との情報・意見交換回数：年２回以

上 

・ 農業信用基金協会との情報・意見交換回数：年５回以上 

・ 相談窓口の開設回数 

 

（６）事務処理の適正化及び迅速化 

利用者の手続面での負担の軽減や業務の質的向上を図るため、次の事項を実施

し、適正な事務処理を行うとともに、その迅速化を図る。 

ア 保険引受、保険金支払等の各業務について、利用者の利便性の向上等に資する

観点から、事務手続の簡素化等業務処理の方法について毎年度点検を実施し、必

要に応じて見直しを行う。 

【指標】 

○ 業務処理方法についての点検及び見直しの実施状況 

・ 業務処理方法についての点検及び見直しの検討：年１回以上 

・ 業務処理方法についての見直しの実施状況 

 

イ 保険引受、保険金支払等の業務について、審査等の適正性を確保しつつ、以下

の標準処理期間内に案件の処理を行う。 

（ア）保険通知の処理・保険料徴収 37 日 

（イ）保険金支払審査 25 日 

（ウ）納付回収金の収納 29 日 
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（エ）貸付審査 

農業長期資金 償還日と同日付貸付 

農業短期資金 月３回（５のつく日） 

 

ウ 保険料の誤徴収事案等の再発防止策を踏まえ、保険料及び貸付金利息の徴収に

当たっては、請求・納入の都度、担当部署及び会計部署において正確性の点検を

実施し、保険料や貸付金利息を確実に徴収する。 

  また、貸付金については、確実に回収する。 

【指標】 

○ 担当部署及び会計部署における点検実施回数：毎月１回以上 

 

２ 林業信用保証業務 

（１）融資機関等に対する普及推進・利用促進の取組 

信用基金の信用補完機能の発揮に向けて、融資機関や林業関係団体等への訪問

等により積極的な林業信用保証制度の普及推進及び利用促進に向けた取組を実施

する。特に、政策効果の高度発揮の観点から、林業・木材産業改善資金助成法（昭

和 51 年法律第 42 号）又は林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に

関する暫定措置法（昭和 54 年法律第 51 号。以下「暫定措置法」という。）に基づ

き都道府県知事の認定を受けた計画の実施に必要な資金（制度資金）に係る保証利

用を促進する。 

【指標】 

○ 保証引受件数 

○ 保証引受件数のうち制度資金に係るものの比率 

○ 融資機関等関係機関に対する普及推進・利用促進の取組状況 

・ 関係団体、都道府県への制度説明回数：年 17 回以上 

・ 融資機関への訪問による制度普及回数 

 

（２）適切な保証料率の設定 

保証料率については、適正な業務運営を行うことを前提として、林業の特性を踏

まえつつ、リスクを勘案した適切な水準に設定する。 

その際、収支均衡に向けて、業務収支の状況や代位弁済の発生状況の実態等を踏

まえ、毎年度、料率算定委員会において保証料率水準の点検を実施し、必要に応じ

て、保証料率の見直しを行う。 

 

（３）代位弁済率の低減に向けた取組 

中期目標期間中に保証契約を締結した案件の代位弁済率が抑制されるよう、以

下の取組を行う。 

ア 財務状況の的確な判断等による適正な審査を目的とする保証審査協議会への

付議、期中管理のための融資機関との情報共有の取組を進める。 
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イ 融資機関との適切なリスク分担を図るとの観点から、林業者等の負担や国庫負

担の増加を避けることに留意しつつ、部分保証や融資機関のプロパー融資との

組み合わせを推進する。 

【指標】 

○ 中期目標期間中の代位弁済率：2.03％以下 

 

（４）求償権の管理・回収の取組 

求償権の回収については、求償債務者の特質に応じた回収方策を検討し、催告頻

度の増加や債権回収業者（サービサー）の効果的な活用等、回収向上に向けた取組

を着実に行う。 

【指標】 

○ 回収向上に向けた取組の実施状況 

・ 全求償権の回収方策等に関する検討会の開催回数：年２回以上 

・ 弁済が滞っている先への催告回数：年２回以上 

・ 債権回収業者との打合せ回数：年２回以上 

 

（５）利用者のニーズの反映等 

都道府県、林業関係団体等との情報・意見交換やアンケート調査を通じて、林業

信用保証制度に関する利用者のニーズを把握し、業務運営に適切に反映させると

ともに、林政上の課題に対応し、林業者等のニーズも踏まえ、本制度の利用拡大に

向けて、保証割合などの保証条件や必要な運用の見直し、平成 30 年の基金法改正

に基づく出資持分の払戻しの計画的な実施、森林経営管理法（平成 30 年法律第 35

号）第 46 条に規定する林業経営者に対する経営の改善発達に係る助言等に取り組

むほか、災害発生時等に必要に応じて相談窓口を開設し、融資機関等と連携して対

応する。また、相談や苦情等に対して適切に対応する。 

【指標】 

○ 利用者ニーズの反映等状況 

・  木材製造業者を対象としたアンケート調査回数：年２回以上 

・ 都道府県、林業関係団体等との情報・意見交換回数：年２回以上 

・ 経営の改善発達に係る制度周知、助言等の件数 

・ 相談窓口の開設回数 

 

（６）林業者等の将来性等を考慮した債務保証 

債務保証の審査に当たっては、財務状況等の分析に基づく判断に加え、林業者等

の今後の事業展開に伴う経営の将来性を従来以上に見通すことが必要となってい

ることから、林業・木材産業専門の債務保証を行う機関としての知見を活かし、林

業者等の将来性を考慮した債務保証に取り組むことが重要である。 

このため、林業・木材産業の特質に応じた非財務情報の検討項目の抽出と判断基

準の設定、検証といった試行を平成 30 年度から実施し、中期目標期間の最終年度

までに、林業者等の将来性を評価した債務保証に関するマニュアルを整備し、本格
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導入するとともに、職員の審査能力向上の取組を実施する。 

 

（７）事務処理の適正化及び迅速化 

利用者の手続面での負担の軽減や業務の質的向上を図るため、次の事項を実施

し、適正な事務処理を行うとともに、その迅速化を図る。 

ア 保証引受、代位弁済等の各業務について、利用者の利便性の向上等に資する観

点から、事務手続の簡素化等業務処理の方法について毎年度点検を実施し、必要

に応じて見直しを行う。 

【指標】 

○ 業務処理方法についての点検及び見直しの実施状況 

・ 業務処理方法についての点検及び見直しの検討：年１回以上 

・ 業務処理方法についての見直しの実施状況 

 

イ 保証引受、代位弁済等の業務について、審査等の適正性を確保しつつ、以下の

標準処理期間内に案件の処理を行う。 

（ア）保証審査 ７日 

（イ）代位弁済 135 日 

（ウ）出資持分の払戻し 30 日 

（エ）貸付審査 ３日 

 

ウ 保証料の誤徴収事案等の再発防止策を踏まえ、保証料の徴収に当たっては、請

求・納入の都度、担当部署及び会計部署において正確性の点検を実施し、保証料

を確実に徴収する。 

  また、貸付金については、確実に回収する。 

【指標】 

○ 担当部署及び会計部署における点検実施件数 

 

３ 漁業信用保険業務 

（１）適切な保険料率・貸付金利の設定 

ア 保険料率については、適正な業務運営を行うことを前提として、漁業の特性を

踏まえつつ、リスクを勘案した適切な水準に設定する。 

その際、収支均衡に向けて、業務収支の状況や保険事故の発生状況の実態等を

踏まえ、毎年度、料率算定委員会において保険料率水準の点検を実施し、必要に

応じて、保険料率の見直しを行う。 

 

イ 漁業信用基金協会に対する貸付金利については、貸付目的、市中金利等を考慮

した適切な水準に設定する。 

 

（２）保険事故率の低減に向けた取組 

中期目標期間中に保険契約を締結した案件の保険事故率が抑制されるよう、以
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下の取組を行う。 

ア 漁業信用基金協会において適正な引受審査や代位弁済が行われるよう、漁業信

用基金協会の保証要綱等の制定・改正に伴う協議並びに大口保険引受案件及び

大口保険金請求案件の事前協議を全件について確実に実施する。 

 

イ 融資機関との適切なリスク分担を図るとの観点から、漁業者等の負担や国庫負

担の増加を避けることに留意しつつ、現在実施している部分保証やペナルティ

ー方式（代位弁済時等に一定額を融資機関が負担する方式）等の方策について導

入効果を毎年度検証するとともに、漁業信用基金協会との意見交換等を行うなど

連携を深めつつ、必要に応じて方策を拡充する。 

 

ウ 漁業信用基金協会及び融資機関と連携しながら、被保証者及び貸付先の財務状

況等を踏まえ、保険引受審査、保険金支払審査等に係る情報の共有及び意見調整

を着実に行う。また、必要に応じ漁業信用基金協会が行う期中管理の改善を求め

るなど、保険事故の未然防止に努める。 

【指標】 

○ 中期目標期間中の保険事故率：0.95％以下 

 

（３）求償権の管理・回収の取組 

漁業信用基金協会の求償権の行使による回収については、回収実績の進捗管理

や漁業信用基金協会との個別協議の実施等、回収向上に向けた取組を着実に行う。 

【指標】 

○ 回収向上に向けた取組の実施状況 

・ 回収見込調査実施回数：年２回以上 

・ 求償権を有する漁業信用基金協会との個別協議実施率：87％以上 

 

（４）利用者のニーズの反映等 

漁業信用保証保険制度の利用者の意見募集を幅広く定期的に行うとともに、融

資機関や漁業者等の全国団体等との情報及び意見交換を通じて、本制度に関する

利用者のニーズを把握し、業務運営への適切な反映と本制度の円滑な運営を図る

ために必要な運用の見直しを行うほか、災害発生時等に必要に応じて相談窓口を

開設し、漁業信用基金協会等と連携して対応する。また、相談や苦情等に対して適

切に対応する。 

【指標】 

○ 利用者ニーズの反映等状況 

・ 利用者へのアンケート調査による意見募集回数：年１回以上 

・ 漁業信用基金協会、融資機関等関係機関との情報・意見交換回数：年７回 

以上 

・ 現地水産関係団体との情報・意見交換回数：年３回以上 
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（５）事務処理の適正化及び迅速化 

利用者の手続面での負担の軽減や業務の質的向上を図るため、次の事項を実施

し、適正な事務処理を行うとともに、その迅速化を図る。 

ア 保険引受、保険金支払等の各業務について、利用者の利便性の向上等に資する

観点から、事務手続の簡素化等業務処理の方法について毎年度点検を実施し、必

要に応じて見直しを行う。 

【指標】 

○ 業務処理方法についての点検及び見直しの実施状況 

・ 業務処理方法についての点検及び見直しの検討：年１回以上 

・ 業務処理方法についての見直しの実施状況 

 

イ 保険引受、保険金支払等の業務について、審査等の適正性を確保しつつ、以下

の標準処理期間内に案件の処理を行う。 

（ア）保険通知の処理・保険料徴収 37 日 

（イ）保険金支払審査 25 日 

（ウ）納付回収金の収納 29 日 

（エ）貸付審査 

漁業長期資金 償還日と同日付貸付 

漁業短期資金 ８日 

 

ウ 保険料の誤徴収事案等の再発防止策を踏まえ、保険料及び貸付金利息の徴収に

当たっては、請求・納入の都度、担当部署及び会計部署において正確性の点検を

実施し、保険料や貸付金利息を確実に徴収する。 

  また、貸付金については、確実に回収する。 

【指標】 

○ 担当部署及び会計部署における点検実施回数：毎月１回以上 

 

４ 農業保険関係業務 

（１）農業保険関係業務についての情報提供の充実及び利用者の意見の反映 

信用基金の農業保険関係業務の役割や手続きについて、利用者等に対し、図表な

ども含めて分かりやすい形で周知するなど情報提供の充実を図るとともに、利用

者からの意見募集を幅広く定期的に行い、業務運営に適切に反映させる。また、相

談や苦情等に対して適切に対応する。 

【指標】 

○ 農業共済団体等への農業保険関係業務の周知回数：年１回以上 

 

（２）共済団体等に対する貸付業務の適正な実施 

ア 共済団体等に対する貸付業務は、農業共済制度及び農業経営収入保険事業の円

滑な実施を担保するためのセーフティネットであることを踏まえ、大災害時等

の緊急的な対応を除き、信用基金から共済団体等に対し、民間金融機関からの融
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資を受けるよう促す。 

その上で、共済団体等に対し貸付けを行う場合は、迅速かつ着実に実施するた

め、貸付審査の適正性を確保しつつ、標準処理期間（４日）内に全ての案件を処

理する。 

 

イ 貸付金利については、貸付目的、調達コスト、市中金利等を考慮した適切な水

準に設定する。 

 

ウ 貸付金及び貸付金利息については、定められた期日に確実に回収する。 

 

５ 漁業災害補償関係業務 

（１）漁業災害補償関係業務についての情報提供の充実及び利用者の意見の反映 

信用基金の漁業災害補償関係業務の役割や手続きについて、利用者等に対し、図

表なども含めて分かりやすい形で周知するなど情報提供の充実を図るとともに、

利用者からの意見募集を幅広く定期的に行い、業務運営に適切に反映させる。ま

た、相談や苦情等に対して適切に対応する。 

【指標】 

○ 漁業共済団体への漁業災害補償関係業務の周知回数：年１回以上 

 

（２）共済団体に対する貸付業務の適正な実施 

ア 共済団体に対する貸付業務は、漁業災害補償制度の円滑な実施を担保するため

のセーフティネットであることを踏まえ、大災害時等の緊急的な対応を除き、信

用基金から共済団体に対し、民間金融機関からの融資を受けるよう促す。 

その上で、共済団体に対し貸付けを行う場合は、迅速かつ着実に実施するた

め、貸付審査の適正性を確保しつつ、標準処理期間（４日）内に全ての案件を処

理する。 

 

イ 貸付金利については、貸付目的、調達コスト、市中金利等を考慮した適切な水

準に設定する。 

 

ウ 貸付金及び貸付金利息については、定められた期日に確実に回収する。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 事業の効率化 

事業費（保険金、代位弁済費、回収奨励金、求償権管理回収助成及び求償権回収事

業委託費）については、中期目標の期間中に、平成 29 年度比で５％以上削減する。 

 

２ 経費支出の抑制 

業務の見直し及び効率化を進め、全ての支出について、当該支出の要否を検討する

とともに、以下の措置を講じること等により、一般管理費（人件費、租税公課、事務



 

 - 10 - 

所賃料、外部との不正通信の検知に必要な経費、最高情報セキュリティアドバイザー

の設置に必要な経費、特殊要因により増減する経費及び中期目標期間中に新たに実

施する取組（第１の１の（１）及び（２）のイの取組に限る。）に要する経費を除く。）

については、中期目標の期間中に、平成 29 年度比で 20％以上抑制する。 

（１）役職員に対し、費用対効果等のコスト意識を徹底させる。 

 

（２）業務実施方法を見直す。 

 

（３）個別業務単位ごとの予算執行状況の期中管理を徹底する。 

 

３ 調達方式の適正化 

調達に係る契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）及び国における取組（「公共調達の適

正化について」（平成 18 年８月 25 日付け財計第 2017 号財務大臣通知））等を踏ま

え、以下の事項を着実に実施する。 

（１）調達等合理化計画 

ア 信用基金が毎年度策定する調達等合理化計画に基づき、一般競争入札等（競争

入札及び企画競争・公募）を着実に実施する。 

 

イ 調達等合理化計画を踏まえた取組状況をウェブサイトに公表し、フォローアッ

プを実施する。 

 

（２）調達に係る推進体制の整備 

ア 契約監視委員会において、毎年度、調達等合理化計画の策定及び自己評価の際

の点検を行うとともに、個々の契約案件の事後点検を行う。 

 

イ 契約監視委員会において、信用基金の調達に係る推進体制が適正であるかの検

証を行い、必要に応じて、推進体制の整備・見直しを行う。 

 

ウ 契約審査委員会の活用等により、随意契約とする理由が妥当か、一般競争入札

等が真に競争性・透明性が確保される方法により実施されているか等を確認す

るなど、契約の適正な実施を図る。 

 

エ 随意契約ができる理由を会計規程等において明確化し、公正性・透明性を確保

しつつ、合理的な調達を実施する。 

 

４ 電子化の推進 

業務の効率化及び簡素化を図る観点から情報システムの改善に努めるとともに、

ＩＣＴの活用等による電子決裁や情報デジタル化（ペーパーレス化）の取組など、業

務の電子化を推進する。 
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情報システムの整備及び管理については、デジタル庁が策定した「情報システム

の整備及び管理の基本的な方針」（令和３年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に則り

適切に対応するとともに、ＰＭＯの設置等の体制整備を検討する。 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 財務運営の適正化 

我が国農林漁業の健全な発展を図るという政策的な見地から、信用基金の業務が

安定的かつ継続的に実施されることが重要であり、このため、信用基金の健全な財務

内容を確保することが必要不可欠となる。 

このような観点から、信用基金は、長期的に収支均衡とすることを旨として、勘定

ごとに中期目標期間の業務収支の黒字を目指すこととし、第１の１から５までに掲

げる制度の普及推進や利用促進、保険事故率・代位弁済率の低減、求償権の回収等の

取組を着実に実施するとともに、効率的、自律的な業務運営を行うものとする。 

特に、林業信用保証業務については、前中期目標に掲げられた保証料の増加が未達

成であったことを踏まえ、業務収支の黒字化に資するよう、第１の２（１）の普及推

進・利用促進に向けた取組を着実に実施することにより、林業・木材産業の成長産業

化に向けた林業信用保証制度の利用拡大と保証料収入の確保を行うものとする。 

 

２ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画については、別紙のとお

り。 

 

３ 決算情報・セグメント情報の開示 

信用基金の財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情報や、業務内容

等に応じた適切な区分に基づくセグメント情報の開示を徹底する。 

 

４ 長期借入金の条件 

基金法第 17 条（漁業災害補償法（昭和 39 年法律第 158 号）第 196 条の 11 第１項

又は暫定措置法第７条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定に基づ

き、信用基金が長期借入金をするに当たっては、市中の金利情勢等を考慮し、極力有

利な条件での借入れを図る。 

 

５ 短期借入金の限度額 

農業保険関係勘定及び漁業災害補償関係勘定における一時的に不足する貸付原資

を調達するための短期借入金は、農業保険関係勘定において 782 億円、漁業災害補償

関係勘定において 110 億円を限度とする。 

 

６ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処

分に関する計画 

漁業信用保険業務における漁業信用基金協会に対する貸付けについては、「独立行
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政法人農林漁業信用基金が行う漁業信用基金協会に対する貸付業務の改善について」

（令和２年１月 10 日付け元水漁第 1203 号）を踏まえ、国からの出資金 88 億 6,947

万円について、令和２年度中に 50 億 617 万６千円、令和３年度中に 38 億 6,329 万４

千円を国庫に納付する。 

また、漁業信用基金協会からの出資金３億 4,020 万円についても、令和２年度中に

漁業信用基金協会に払い戻す。 
 

７ ６に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、

その計画 

予定なし。 

 

８ 剰余金の使途 

農林漁業金融のセーフティネット機関としての役割の向上のため、人材の育成・研

修、情報システムの充実等の使途に使用する。 

 

第４ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

予定なし。 

 

２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。） 

（１）人員 

業務の質や量に対応した組織体制・人事配置の見直しを通じて、業務運営の効率

化を行うことにより、期末の常勤職員数が期初の常勤職員数（113 名）を上回らな

いようにする。 

 

（２）人件費の効率化 

人件費（退職手当及び法定福利費を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定

部分を除く。）については、政府の方針を踏まえつつ、適切に対応する。 

また、給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役

職員給与の在り方について厳しく検証した上で、対国家公務員地域・学歴別指数

（地域・学歴別法人基準年齢階層ラスパイレス指数）が中期目標期間中は、毎年度

100 を上回らない水準とし、給与水準の適正化に取り組むとともに、検証結果や取

組状況を公表する。 

（参考）期中の人件費総額（見込み）5,569 百万円 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務

手当に相当する範囲の費用である。 

 

（３）人事評価 

役職員に対して、目標管理を取り入れた適切な人事評価を着実に実施し、その業

績及び勤務成績等を給与・退職金等に確実に反映させることにより、業務遂行への
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インセンティブを向上させる。 

 

（４）人材の確保、人材の養成 

ア 人材の確保 

金融、保険業務等の分野において高度な専門性を有する民間企業等の人材を

採用する。また、適切な人事管理の構築等を通じた魅力ある就業環境の形成によ

り、人材の確保を行う。 

 

イ 人材の養成 

個々の職員の専門性の向上に配慮した人事管理を行うとともに、職員に対す

る研修制度の充実等により、民間企業等から採用した人材の専門的な知見を速

やかに共有させるなど、専門性の高い人材の早期育成を図る。 

 

３ 積立金の処分に関する事項 

農業信用保険業務、林業信用保証業務、漁業信用保険業務、農業保険関係業務及び

漁業災害補償関係業務の各勘定において前中期目標期間からの繰越積立金があると

きは、それぞれの業務の財源に充てることとする。 

 

４ その他中期目標を達成するために必要な事項 

（１）ガバナンスの高度化 

ア 運営委員会 

政府以外の出資者や外部有識者を委員とする運営委員会を適時に開催して、

これらの委員から示された意見等を信用基金の業務運営に的確に反映させる。 

 

イ 内部統制機能の強化 

（ア）役員会 

理事長の意思決定を補佐するため、役員会を定期的に開催して、業務に関す

る重要事項について意見交換を行う。 

 

（イ）内部統制委員会 

理事長をトップとする内部統制委員会を開催して、各種委員会における取組

状況をモニタリングするなど、内部統制を推進する。 

 

（ウ）リスク管理委員会 

外部有識者を委員として含むリスク管理委員会を開催して、金融業務に固有

のリスクについて統合的なリスク管理を実施する。 

 

（エ）コンプライアンス 

業務の適正な執行を図るため、コンプライアンス委員会において外部有識者

の知見を活用するなど、コンプライアンス（法令等遵守）に着実に取り組む。 
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（オ）事務リスク自主点検 

事務リスクの顕在化を防止するため、事務リスク自主点検を実施するととも

に、その結果を踏まえて改善策を検討する。 

 

（カ）監査 

各部署から独立した内部監査担当部署による内部監査を通じて、また、信用

基金から独立した監事及び会計監査人による監査を通じて、法令等に則った

適切かつ健全な業務運営が確保されるようにする。 

 

（２）情報セキュリティ対策 

「サイバーセキュリティ戦略」（平成 27 年９月４日閣議決定）、「政府機関の

情報セキュリティ対策のための統一基準」（平成 28 年８月 31 日サイバーセキュ

リティ戦略本部決定）等の政府の方針等を踏まえ、サイバー攻撃等の脅威への対

処に万全を期するとともに、情報セキュリティに関する知識や経験を有する専門

家の活用を通じて体制を整備し、個人情報の保護を含む適切な情報セキュリティ

対策を推進する。 

 



（別紙）

１．予算

 （１）収入

（単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定

3,972 - 1,594 2,378 - - 

14 - 14 - - - 

401 - 400 1 1 - 

737,996 126,855 54,671 83,479 386,880 86,111 

4,049 1,520 1,043 1,387 69 30 

431,520 - 500 - 374,995 56,025 

21 16 5 0 - 0 

1,177,972 128,390 58,227 87,245 761,944 142,166 

 （２）支出

（単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定

8,869 - - 8,869 - - 

1,840 - 1,500 340 - - 

1,165,019 125,558 57,176 77,644 762,588 142,053 

10,500 5,207 2,966 2,125 104 97 

直 接 業 務 費 2,324 1,930 172 199 20 4 

管 理 業 務 費 1,421 601 470 290 33 27 

人 件 費 6,755 2,677 2,325 1,637 51 65 

1,186,228 130,765 61,642 88,979 762,692 142,150 

[人件費の見積もり]
　　中期目標期間中総額5,569百万円を支出する。ただし、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する
　範囲の費用である。

※　百万円未満を四捨五入しているので、合計とは端数において合致しないものがある。

総 計

総 計

事 業 費

一 般 管 理 費

科 目

運
営
経
費

事 業 収 入

運 用 収 入

借 入 金

科 目

受 入 事 業 交 付 金

政 府 補 給 金 受 入

民 間 出 資 金

そ の 他 の 収 入

合 計

合 計

民 間 出 資 金

政 府 出 資 金



２．収支計画

 （１）収益
（単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定

5,599 695 1,651 3,253 - - 
14 - 14 - - - 

32,700 24,435 1,681 6,212 261 111 
4,022 1,513 1,027 1,388 64 30 

28 - 28 - - - 
21 16 5 0 - 0 

3,902 1,913 1,619 479 - - 
46,285 28,572 6,024 11,332 325 142 

 （２）費用
（単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定

32,479 23,138 135 9,205 0 0 

10,450 5,262 2,911 2,088 101 88 

直 接 業 務 費 2,249 1,930 115 180 20 4 

管 理 業 務 費 1,413 617 453 286 31 26 

人 件 費 6,788 2,715 2,343 1,622 50 57 

284 171 72 39 1 1 

180 0 14 0 138 28 

2,892 - 2,892 - - - 

- -             - - 85 24 

46,285 28,572 6,024 11,332 325 142 

※　百万円未満を四捨五入しているので、合計とは端数において合致しないものがある。

当 期 総 損 失

当 期 総 利 益

合　　　　　　計

引 当 金 等 繰 入

合　　　　　　計

総　　　計

経
常
収
益

政府事業交付金収入
政 府 補 給 金 収 入

雑 益

科　　　　　　目

事 業 収 入
財 務 収 益
引 当 金 等 戻 入

総　　　計

経
　
常
　
費
　
用

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

事 業 費

科　　　　　　目

財 務 費 用



３．資金計画

 （１）収入

（単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定

746,088 128,438 57,331 87,229 386,949 86,142 

27 - 4 22 1 - 

431,921 - 900 1 374,996 56,025 

158,427 55,974 41,914 51,637 2,899 6,005 

1,336,463 184,412 100,148 138,888 764,844 148,171 

 （２）支出

（単位：百万円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業保険関係勘定 漁業災害補償関係勘定

742,033 130,786 57,635 79,786 387,699 86,127 

126 54 64 5 2 1 

444,230 - 4,000 9,210 374,995 56,025 

150,074 53,572 38,449 49,887 2,148 6,018 

1,336,463 184,412 100,148 138,888 764,844 148,171 

※　百万円未満を四捨五入しているので、合計とは端数において合致しないものがある。

翌年度への繰越金

科 目 総 計

合 計

投資活動による支出

財務活動による支出

業務活動による支出

総 計科 目

合　　　計

業務活動による収入

投資活動による収入

財務活動による収入

前年度からの繰越金


